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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の電極を対向してなるプラズマ生成装置において、
　前記複数の各電極間に配設され、温度の上昇に伴って誘電率が減少する特性を有すると
ともに分極性を有する液体の流体からなる逆特性物質を、誘電体で形成される容器に収納
して形成される放電位置制御手段を備え、
　前記逆特性物質が、前記複数の各電極に対して離隔されることを
特徴とするプラズマ生成装置。
【請求項２】
　請求項１に記載のプラズマ生成装置において、
　前記流体の熱伝導率が４Ｗ／（ｍ・Ｋ）以下であることを
　特徴とするプラズマ生成装置。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載のプラズマ生成装置において、
　前記放電位置制御手段が、前記複数のいずれかの電極に対向する逆特性物質を複数に区
切る仕切部を備えることを
　特徴とするプラズマ生成装置。
【請求項４】
　請求項１ないし請求項３のいずれかに記載のプラズマ生成装置において、
　前記複数の電極の一の電極が直線状の導体で形成され、
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　前記一の電極の電極の軸方向外周に隙間からなるプラズマ発生部を介して円筒状に形成
された放電位置制御手段が配設され、
　当該放電位置制御手段の外周辺に前記複数の電極の他の電極を周回して配設され、
　前記プラズマ発生部にプラズマ発生ガスを供給してプラズマを発生させることを
　特徴とするプラズマ生成装置。
【請求項５】
　請求項１ないし請求項３のいずれかに記載のプラズマ生成装置において、
　前記複数の電極が、前記放電位置制御手段の外周に等間隔で配設され、前記放電位置制
御手段が、内側にプラズマ処理対象物を収納する処理空間部を備えることを
　特徴とするプラズマ生成装置。
【請求項６】
　請求項５に記載のプラズマ生成装置において、
　前記複数の電極が、各々電源を接続され、当該電源が、隣接相互間で位相差が各々等間
隔で異なり、全体で３６０°の位相差となるように制御されることを
　特徴とするプラズマ生成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、放電プラズマを生成するプラズマ生成装置に関し、特に大容量で安定した大
気圧プラズマを生成するプラズマ生成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　大気圧プラズマとは、大気圧下で放電により発生させるプラズマである。大気圧プラズ
マは、滅菌、殺菌、消毒、ガス分解、材料表面のプラズマ改質などの各種技術に利用され
ており、各種殺菌消毒に用いられるオゾンの生成、オゾンを用いた水の清浄化技術、及び
医療分野などにおける酸素プラズマを用いた滅菌技術など広範に用いられている。大気圧
プラズマを生成するプラズマ生成装置としては、金属などの導電性電極および電極表面に
誘電体を張り付けた誘電体電極が主に用いられている。上記の用途を含む多様なニーズの
なか、特定の領域に局在せず安定してプラズマを発生するような、高品質な大気圧プラズ
マ生成技術が要求されている。従来のプラズマ生成装置としては、対向する一対の電極の
少なくとも一方の対向面に、固体誘電体部材を設置し、被処理物を吸着して固定させるこ
とによって、被処理物に対して均一なプラズマ処理を行うものがある（例えば、特許文献
１参照）。また、エッチング装置用の上部電極の中央部に、誘電体を注入するための空間
である凹部を設け、生成するプラズマの電界強度の面内分布に応じて凹部内に誘電体を供
給することで、電界強度の面内分布を均一とさせるものがある（例えば、特許文献２参照
）。また、従来のプラズマ生成装置では、電源供給手段から放電電圧が印加される第１電
極と、第１電極と所定間隔が離隔され、第１電極を取り囲む誘電体と、第１電極と誘電体
との間の空間に充填される液体誘電体と、誘電体と所定間隔が離隔されるように設置され
る第２電極とを備えるものがあり、電極間の隙間や電極周辺の境界領域等に発生するよう
な余分なプラズマを抑制するものがある（例えば、特許文献３参照）。また、二重管誘電
体の内管内側に処理対象ガスとキャリアガスを流通させ、内管と外管の間に流通させる導
電性液体を外部電極とし、羽根部が配設され、当該羽根部の長手外周部に敷設した導電性
連続コイルを内部電極とし、内管内側に流通する処理対象ガスを処理するものがある（例
えば、特許文献４参照）。
【０００３】
　このように、従来のプラズマ生成装置としては、被処理物に対して均一なプラズマを生
成させるものや、電極が液体に浸漬される構成により余分なプラズマの発生を抑制するも
のや、効率よく処理対象ガスを処理するようにプラズマを生成させるものが提案されてい
る。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００５－３３２７８４号公報
【特許文献２】特開２００９－２１２１２９号公報
【特許文献３】特開２００７－５９３８５号公報
【特許文献４】特開２０１０－５１９４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の（低温で用いられる）大気圧プラズマ生成装置は、大気圧下でプラズマを発生さ
せるという大気圧プラズマの性質上、低気圧条件下で生成されている低気圧プラズマより
も高い電圧が必要となる。高電圧を用いた放電では、放電が局在しないで室温程度の低温
でのプラズマの利用が可能なグロー放電から、放電が局在して強い光と数千度程度の熱を
発生するアーク放電に容易に移行するという傾向がある。当該アーク放電が発生すると、
放電の局在によって生成されるプラズマの容積が減少し，プラズマやラジカルなどの生成
領域や反応領域が減少してプラズマ処理の効率が悪化したり、高温によってプラズマを利
用する処理対象（例えば、滅菌処理を目的とする場合には滅菌対象物）を損傷させてしま
うという課題がある。
【０００６】
　本発明は前記課題を解消するためになされたもので、空間的に局在する放電であるアー
ク放電を抑制する大気圧放電プラズマを安定的かつ従来の方法よりも高い生成効率で生成
することができるプラズマ生成装置の提供を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本願に開示するプラズマ生成装置は、複数の電極を対向してなるプラズマ生成装置にお
いて、　前記複数の各電極間に配設され、温度の上昇に伴って誘電率が減少する特性を有
するとともに分極性を有する流体からなる逆特性物質を、誘電体で形成される容器に収納
して形成される放電位置制御手段を備え、前記逆特性物質が、前記複数の各電極に対して
離隔されるものである。このように、本願に開示するプラズマ生成装置によれば、温度の
上昇に伴って誘電率が減少する逆特性物質からなる放電位置制御手段を備え、当該逆特性
物質が、前記複数の各電極に対して離隔されることから、プラズマの生成した電極近傍の
領域が温度上昇によって誘電率が減少し、当該領域での放電が抑制されるとともに当該領
域よりも誘電率の高い隣接の領域（未だプラズマが発生していない領域）でプラズマが誘
発されることで、放電位置が他の領域に順次移動することとなり、アーク放電を抑制した
空間的に局在しないプラズマを生成することができる。
【０００８】
　また、本願に開示するプラズマ生成装置は、必要に応じて、前記放電位置制御手段が、
分極性を有する流体からなる逆特性物質を誘電性材料で形成される容器に収納して形成さ
れるものである。このように、本願に開示するプラズマ生成装置によれば、前記放電位置
制御手段が、分極性を有する逆特性物質を誘電体で形成される容器に収納して形成される
ことから、当該容器を複雑な形状とすることができる。さらに、分極性を有する流体は、
特に他の物質と比較して、高い誘電率を持ち、交流電界の印加に伴う温度の上昇率が大き
いことから、プラズマの生成した領域が温度上昇によって誘電率が急激に減少することと
なり、アーク放電を抑制し、空間的に偏りのないプラズマを生成することができる。分極
性は、逆特性物質が有する電気双極子モーメント[単位：デバイ（D）、D=3.33564×10-30

 C・m]を指標とすることができ、電気双極子モーメントが0Dより大きい場合に分極性を有
することが示される。
【０００９】
　また、本願に開示するプラズマ生成装置は、必要に応じて、前記流体の熱伝導率が４Ｗ
／（ｍ・Ｋ）以下であるものである。このように、本願に開示するプラズマ生成装置によ
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れば、前記流体の熱伝導率が４Ｗ／（ｍ・Ｋ）以下と比較的低いことから、前記流体にお
いて、プラズマが生成した領域の温度上昇がより局所的なものとなって、顕著な温度差の
有る温度分布が生じることで、放電位置が他の領域により移動しやすくなることとなり、
さらにアーク放電を抑制した空間的に偏りのないプラズマを生成することができる。
【００１０】
　また、本願に開示するプラズマ生成装置は、必要に応じて、前記放電位置制御手段が、
前記複数のいずれかの電極に対向する逆特性物質を複数に区切る仕切部を備えるものであ
る。このように、本願に開示するプラズマ生成装置によれば、前記複数のいずれかの電極
に対向する方向に沿って配設される仕切部を備えることから、前記逆特性物質において、
当該仕切部の仕切り単位にプラズマ生成による温度上昇が生じることで、温度上昇がより
局所的なものとなり、顕著な温度差の有る温度分布が生じることで、放電位置が隣接する
仕切領域により移動しやすくなることとなり、さらにアーク放電を抑制した空間的に偏り
のないプラズマを生成することができる。また、当該仕切部の存在によって、逆特性物質
が流体の場合には、流体内の温度差を緩和するような対流を抑制することとなり、逆特性
物質が固体の場合には、固体内の温度絶縁によって固体内に温度分布を促進することとな
り、いずれの場合もプラズマ生成によって逆特性物質内の温度分布を確実に生じさせるこ
とができるとともに、適用可能な前記逆特性物質の種類を広げることができる。例えば、
前記複数の各電極が平面形状を有する場合には、当該仕切部は、前記複数の各電極の電極
面に垂直な方向に立てられ、電極面に水平な方向に配設されることで、逆特性物質を複数
に区切ることができる。
【００１１】
　また、本願に開示するプラズマ生成装置は、必要に応じて、前記複数の電極の一の電極
が直線状の導体で形成され、前記一の電極の電極の軸方向外周に隙間からなるプラズマ発
生部を介して円筒状に形成された放電位置制御手段が配設され、当該放電位置制御手段の
外周辺に前記複数の電極の他の電極を周回して配設され、前記プラズマ発生部にプラズマ
発生ガスを供給してプラズマを発生させるものである。このように、本願に開示するプラ
ズマ生成装置によれば、放電位置制御手段が円筒状に形成されることから、当該円筒形状
の軸方向のみならず軸方向に垂直な面に対しても放射状のプラズマが生成されることとな
り、三次元的に偏りのないプラズマを生成することができる。
【００１２】
　また、本願に開示するプラズマ生成装置は、必要に応じて、前記複数の電極が、前記放
電位置制御手段の外周に等間隔で配設され、前記放電位置制御手段が、内側にプラズマ処
理対象物を収納する処理空間部を備えるものである。このように、本願に開示するプラズ
マ生成装置によれば、前記複数の電極が、前記放電位置制御手段の外周に等間隔で配設さ
れた、前記放電位置制御手段が、内側にプラズマ処理対象物を収納する処理空間部を備え
ることから、複数の電極により周回されて形成される処理空間部に対して、三次元的に包
囲するようにプラズマが生成されることとなり、当該処理空間部において三次元的に偏り
なく生じるプラズマによって、前記プラズマ処理対象物に対して効率よくプラズマ処理を
実施することができる。
【００１３】
　また、本願に開示するプラズマ生成装置は、必要に応じて、前記複数の電極が、各々電
源を接続され、当該電源が、隣接相互間で位相差が各々等間隔で異なり、全体で３６０°
の位相差となるように制御されるものである。このように、本願に開示するプラズマ生成
装置によれば、前記複数の電極が、各々電源を接続され、当該電源が、隣接相互間で位相
差が各々等間隔で異なり、全体で３６０°の位相差となるように制御されることから、各
電極間で放電が絶えずサイクリックに生じることとなり、前記処理空間部を経時的にも万
遍なく包囲するとともに前記処理空間部１１０を横断する対向方向を貫通する方向に対し
ても三次元的にプラズマが生成され、前記プラズマ処理対象物に対して効率よくプラズマ
処理を実施することができる。
【図面の簡単な説明】
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【００１４】
【図１】本発明の第１の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成図を示す。
【図２】本発明の第１の実施形態に係るプラズマ生成装置の逆特性物質の誘電率及び熱伝
導率の温度特性図、及び第１の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成図を示す。
【図３】本発明の第２の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成図及びプラズマ生成を示
す説明図を示す。
【図４】本発明の第３の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成を説明する説明図を示す
。
【図５】本発明の第４及びその他の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成を説明する説
明図を示す。
【図６】本発明のその他の実施形態に係るプラズマ生成装置の交流電源のタイミングチャ
ートを説明する説明図を示す。
【図７】本発明に係るプラズマ生成装置のアルゴン雰囲気下で放電を行った場合の水温度
（ガラス最外面）と発光スペクトルの時間依存性、及び放電開始後30分の時の発光スペク
トル分布の実験結果を示す。
【図８】本発明に係るプラズマ生成装置の放電部からの発光ピークの時間依存性（波長76
3.511nm）の実験結果を示す。
【図９】本発明に係るプラズマ生成装置の放電を複雑な形状を持つ大容量の誘電体容器に
適用した場合の実験結果を示す。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
（第１の実施形態）
　以下、第１の実施形態に係るプラズマ生成装置を、図１及び図２に基づいて説明する。
【００１６】
　この図１は本発明の第１の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成図及びプラズマ生成
を示す説明図、図２は図１のプラズマ生成装置における逆特性物質の誘電率及び熱伝導率
の温度特性図、及び第１の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成図を示す。
【００１７】
　図１（ａ）において、本実施形態に係るプラズマ生成装置は、対向電極１と、対向電極
１に対向して配設される接触電極２と、この対向電極１と接触電極２という複数の電極間
に介在する誘電体からなる誘電体容器３１と、この誘電体容器３１の内部に配設され、温
度の上昇に伴って誘電率が減少する逆特性物質３２からなる放電位置制御手段３と、対向
電極１と接触電極２の電極間に交流又はパルス状の電圧を印加する交流電源４とを備える
構成である。
【００１８】
　対向電極１及び接触電極２は、金属電極、又は絶縁被膜した金属電極等を使用すること
ができる。金属電極としては、プラチナ、金、パラジウムなどを使用することができるが
、取扱いの容易性からプラチナが好適である。誘電体容器３１は、誘電体の性質を有する
固体であれば特に限定されず、例えば、ホウケイ酸ガラスやチタンケイ酸ガラスを使用す
ることができる。
【００１９】
　放電位置制御手段３は、逆特性物質３２からなるものである。逆特性物質３２とは、逆
特性（温度の上昇に伴って誘電率が減少する特性）を持つ物質である。この逆特性物質３
２が、対向電極１及び接触電極２（複数の各電極）の各々に対して離隔されるという本実
施形態に係る構成によって、放電時に各電極で生じる温度上昇の影響をこの逆特性物質３
２が受けないこととなり、この逆特性物質３２においては放電が生じた領域のみが高温領
域となる。すなわち、放電時にこの逆特性物質３２に生じる温度分布は、高温領域が局在
化したものとなることから、逆特性物質３２では、前記逆特性によって、放電が生じた領
域の誘電率が減少することとなり、放電が生じた領域では、他の領域に比べてそれ以降の
放電が生じにくくなる。この結果、放電位置は時間の経過とともに他の領域に鋭敏に順次
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移動することとなり、空間的に局在しないプラズマが生成され、確実にアーク放電を抑制
することができる。
【００２０】
　この逆特性物質３２を誘電体容器３１収容してなる放電位置制御手段３は、図１（ａ）
に示すように、対向電極１と接触電極２の中間に配設すること、すなわち対向電極１と接
触電極２のいずれにも接触しない構成とすることができる。また、同図（ｂ）に示すよう
に、接触電極２に接するように配設することもでき、また対向電極１に接するように配設
することもできる。
【００２１】
　また、放電位置制御手段３を構成する誘電体容器３１は、同図（ｃ）および（ｄ）に示
すように、各電極の対向方向に対して、複数配設することもでき、同図（ｅ）および（ｆ
）に示すように、各電極の対向方向に対して垂直となる方向に対しても複数配設すること
ができる。このように、放電位置制御手段３では、誘電体容器３１の個数や配置関係は特
に制限されない。また、複数の誘電体容器３１が配設される場合には、誘電体容器３１に
収容される逆特性物質３２は、各々、同種のものでもよいし、異種のものでもよい。
【００２２】
　なお、放電位置制御手段３は、対向電極１及び接触電極２の各電極間に生じる放電領域
のほぼ全領域を遮蔽することが好ましい。このような構成によって、放電位置制御手段３
が確実に放電領域をカバーすることから、放電位置制御手段３を構成する逆特性物質３２
の温度分布が放電領域に対して漏れなく形成されることとなり、結果として局在化しない
プラズマが生成され、確実にアーク放電を抑制することができる。
【００２３】
　また、同図（ｈ）に示すように、対向電極１及び接触電極２の各電極の対向面の大きさ
が異なる場合（同図は、その一例として、対向電極１の対向面の大きさが接触電極２のそ
れより小さい場合を示す）にも同様に、この各電極間に生じる放電領域（図中の点線と各
電極の対向面で囲まれた領域）のほぼ全領域を遮蔽することが好ましい。
【００２４】
　前記逆特性物質３２としては、逆特性（温度の上昇に伴って誘電率が減少する特性）が
高い（顕著な）液体（ゾルやゲルの場合も含まれる）であり、図２（ａ）に示すように、
溶媒誘電率の温度依存特性が良好な水、ニトロベンゼン、メチルアルコール（メタノール
）、トルエン、アセトンを挙げることができる。分極性の指標となる電気双極子モーメン
ト[単位：デバイ（D）]は各々、水（1.85D）、ニトロベンゼン（4.22D）、メチルアルコ
ール（1.69D）、アセトン（2.88D）、トルエン（0.36D）であり、水、ニトロベンゼン、
メチルアルコール（メタノール）、アセトンのように電気双極子モーメントが0.36Dより
大きい物質が好ましく、電気双極子モーメントが最も高い水が特に好ましい。また、図２
（ｂ）及び（ｃ）に示すように、熱伝導率が比較的低い４Ｗ／（ｍ・Ｋ）以下である液体
がより好ましく、特に取扱いの容易性からも水が好ましい。熱伝導率に関しては、熱伝導
率が４Ｗ／（ｍ・Ｋ）より大きい場合には、前記温度分布における温度勾配が十分に得ら
れ難くなることから放電の移動が生じ難くなる。 
【００２５】
　以下、前記構成に基づく本実施形態の具体的なプラズマ生成について説明する。
【００２６】
　本実施形態は、図２（ｄ）に示すように、対向電極１と接触電極２の電極間に、放電位
置制御手段３として、逆特性物質３２の一つの例である水と、この水を格納する誘電体容
器３１を設置する。この電極間に放電ガスである空気、アルゴン、ヘリウム、窒素、酸素
などを流入させ、交流電源４から電極間に交流電圧を印加する。この電圧印加によって、
電極間に放電によってプラズマＰが発生する。また特に、放電ガスとして、空気および酸
素を用いた場合、オゾンおよび酸素ラジカルが生成される。
【００２７】
　本実施形態のプラズマ生成装置は、温度上昇に伴って誘電率が減少する逆特性物質３２
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からなる放電位置制御手段３を備えることから、図２（ｅ）に示すように、対向電極１ま
たは接触電極２から放電が起きた時点で、放電位置制御手段３内部に温度分布Ｔ1が形成
される。このような温度分布Ｔ1が形成される詳細なメカニズムは、未だ詳細には解明さ
れていないが、以下に示す作用によるものと推察される。まず、対向電極１と接触電極２
の間に交流電圧を加えることで、当該交流電圧を受けた逆特性物質３２中の分子が、その
分子固有の分極性に応じて振動し、その分子振動の結果として逆特性物質３２が局所的に
熱を持つこととなり、逆特性物質３２内において、交流電界を最も強く受けた領域で最も
温度が高くなるような温度分布Ｔ1が生じるものと考えられる。有意な温度分布Ｔ1を得る
ためには、逆特性物質３２は分極性を有することが好ましく、さらに高い分極性、すなわ
ち高い電気双極子モーメントを持つ分子からなることが好ましく、特に0.36Dより大きい
電気双極子モーメントを持つ分子からなることが好ましい。
【００２８】
　前記の温度分布Ｔ1が放電位置制御手段３の内部領域に形成されると、温度上昇に伴っ
て誘電率が減少するという逆特性物質３２の特性によって、放電が発生した局所領域に距
離が近い放電位置制御手段３の内部領域の誘電率が減少することとなり、先に放電が生じ
た局所領域では放電が抑制され、隣接する周辺の誘電率の高い領域での放電が促進され、
図中の矢印方向Ａに放電領域が移動する。矢印方向Ａに放電領域が移動することで、放電
位置制御手段３内に、温度分布Ｔ1よりも平滑な傾斜をもつ温度分布Ｔ2が形成され、以降
さらに平滑な傾斜をもつ温度分布となるように放電領域が広がっていく。このように放電
位置が順次移動することによって、放電が一箇所で集中的に発生するということが無くな
り、集中的な放電による温度上昇が抑制されることから、逆特性物質内の温度上昇も抑制
されることとなる。
【００２９】
　なお、従来のプラズマ生成装置の電極構成では、電極が液体に浸漬されているものもあ
るが（前記特許文献３）、その液体中で放電に伴って生じる温度分布は、高温領域が局在
化することなく、液体の全体にわたって均一的かつ滑らかに拡がるものであることから、
本実施形態に係るプラズマ生成装置とは、電極構成のみならず、その作用が異なるもので
ある。この理由としては、電極は、一般に導電体であることから、電気を伝導しやすい性
質を有しており、別の点からは、熱に対しても同様に伝導しやすい性質を有するものであ
る。このため、電極は、熱伝導性が高い性質、すなわち熱伝導体としての性質も有するこ
とから、前記従来のプラズマ生成装置では、放電の際には、この液体中に放電由来の熱エ
ネルギーによって温度分布が生じるとともに、高い熱伝導率を持つ電極を介した熱エネル
ギーの移動が生じることによって、この液体中で放電に伴って生じる温度分布は、本実施
形態に係るプラズマ生成装置では高温領域が局在化することとは異なり、高温領域が局在
化することなく、前記液体の全体にわたって均一的かつ滑らかに拡がるものとなる。
【００３０】
　このように、放電位置制御手段３内部における温度分布の発生と温度分布に依存した誘
電率の減少によって、局所放電によってプラズマが生成された領域での放電が抑制される
とともに、先に局所放電が生じた領域よりも誘電率の高い隣接の領域（未だプラズマが発
生していない、あるいは低いプラズマ密度の領域）での放電が促進されることで、放電位
置が他の領域に順次移動することとなり、局所的なアーク放電を抑制した空間的に偏りの
ないプラズマを生成することができる。また、誘電体容器および各電極を冷却する冷却手
段を設置してもよい。例えば、この冷却手段によって、逆特性物質３２を冷却することで
、有意な温度分布の形成を促進させることとなり、放電位置制御手段３によって放電位置
を精度よく移動させることができる。この冷却は、一旦放電を止めて実施してもよいし、
放電中に実施してもよい。このようにして得られたプラズマは、安定性の高いプラズマで
あり、食品表面の菌、カビ及びそれらが生成する毒素等の殺菌消毒および不活化をはじめ
とする、滅菌、殺菌、消毒、ガス分解、材料表面のプラズマ改質など幅広い分野に適用す
ることができる。
【００３１】
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（第２の実施形態）
　以下、本発明の第２の実施形態に係るプラズマ生成装置を、図３に基づいて説明する。
図３は本発明の第２の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成図及びプラズマ生成を示す
説明図を示す。
【００３２】
　図３において本実施形態に係るプラズマ生成装置は、図１に示したプラズマ生成装置の
変形型であり、第１の実施形態と同様の前記対向電極１と前記交流電源４とを備え、前記
接触電極２、前記誘電体容器３１、前記放電位置制御手段３が円柱形状を有することを特
徴とする構成である。さらに、図３（ａ）に示すように、放電ガスを対向電極１近傍に流
入させるガス流路５を備える。
【００３３】
　本実施形態に係るプラズマ生成装置は、図３（ｂ）に示すように、前記接触電極２、前
記誘電体容器３１、前記放電位置制御手段３が円柱形状を有することを特徴とし、前記対
向電極１が直線状の導体で形成され、前記対向電極１の軸方向外周に隙間からなるプラズ
マ発生部を介して円筒状に形成された前記放電位置制御手段３が配設され、この放電位置
制御手段３の外周辺に前記接触電極２を周回して配設され、前記プラズマ発生部に放電ガ
スを供給してプラズマを発生させるものである。
【００３４】
　図３に示される前記接触電極２は、点、直線または平面の形状を用いることが可能であ
るが、点または直線の形状では誘電体容器３１の外部領域で電界が集中し、不必要な放電
を生じやすいため、平面の形状を用いることが好ましい。前記誘電体容器３１は、一部が
導電性を有していてもよい。前記放電位置制御手段３は、図３（ｂ）に示すように、前記
対向電極１の軸方向外周に隙間からなるプラズマ発生部を介して円筒状に形成される。ま
た、用途に応じて対向電極１の表面を、絶縁体被膜からなる絶縁被膜コーティング６でコ
ーティングしてもよい。
【００３５】
　以下、前記構成に基づく本実施形態の具体的なプラズマ生成について説明する。
【００３６】
　本実施形態は、対向電極１と接触電極２の電極間に、放電位置制御手段３として、逆特
性物質３２の一つの例である水と、この水を格納する誘電体容器３１を設置する。前記ガ
ス流路５を経由して、前記対向電極１の近傍に放電ガスである空気、アルゴン、ヘリウム
、窒素、酸素などを流入させ、前記交流電源４から電極間に交流電圧を印加する。この電
圧印加によって、電極間に放電によってプラズマＰが発生する。また特に、放電ガスとし
て、空気および酸素を用いた場合、オゾンおよび酸素ラジカルが生成される。
【００３７】
　このように、本実施形態のプラズマ生成装置は、前記放電位置制御手段３が円筒状に形
成されることから、この円筒形状の軸方向のみならず軸方向に垂直な面に対しても放射状
のプラズマが生成されることとなり、三次元的に偏りのないプラズマを安定的に生成する
ことができる。
【００３８】
（第３の実施形態）
　図４に、本発明の第３の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成を説明する説明図を示
す。上記実施形態のプラズマ生成装置において、前記放電位置制御手段が、前記複数のい
ずれかの電極に対向する逆特性物質３２を複数に区切る仕切部７を備えることもできる。
仕切部７としては、プラスチック等の樹脂等からなる平板を使用することができる。仕切
部７は、図４（ａ）に示すように、誘電体容器３１が前記図１（ｂ）に示したように接触
電極２に接するように配設される場合であって、接触電極２から電界（図中の矢印）が発
せられる場合には、放電位置制御手段３内の放電領域に近い側（接触電極２と反対側）の
壁面に、その端部を接触させることで密着させて形成する。図４（ａ）に示すように、局
所放電時に放電位置制御手段３内に発生する電界の強度が最も大きい側の壁面に仕切部７
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を密着させることによって、仕切部７が放電開始面に密着して放電開始点を区切ることと
なり、放電に伴って発生する逆特性物質３２の温度上昇をより局所的に発生させることが
でき、より顕著な温度勾配のある温度分布を得ることができる。
【００３９】
　仕切部７は、逆特性物質３２全体を１つ１つの区画に分離して仕切るように設置するこ
とも可能であるが、同図（ｂ）に示すように、放電位置制御手段３内の放電領域に近い側
（接触電極２と反対側）の壁面近傍のみに設置することも可能である。放電位置制御手段
３内の放電領域に近い側（接触電極２と反対側）の壁面近傍のみに設置する場合でも、こ
の仕切部７によって、同図（ｃ）に示すように、前記図２（ｄ）に示したものと同様な温
度傾斜のある温度分布Ｔ3の形成を促進することができる。また、誘電体容器３１が前記
図１（ｂ）に示したように対向電極１と接触電極２の中間に配設される場合でも、図４（
ｄ）に示すように、仕切部７は、放電位置制御手段３内の放電領域に近い側（接触電極２
に近い側）の壁面に、その端部を接触させることで密着させることで、上記と同様に温度
分布Ｔ3の形成を促進することができる。
【００４０】
　この仕切部７の形状としては、この他にも、同心円形状やマトリクス形状、短冊形状な
どとすることも可能である。例えば、図４（ｅ）に示すように、仕切部７を同心円形状と
する場合には、隣接する同心円で囲まれた領域ごとに温度が異なるように温度分布が形成
される。最初の放電後、この領域単位に放電位置が順次移動していく。また例えば、図４
（ｆ）に示すように、仕切部７をマトリクス形状とする場合には、このマトリクスを構成
するマス目単位に放電位置が順次移動する。仕切部７が無い場合には逆特性物質において
自発的に連続的な温度分布が形成されるが、仕切部７を設けた場合には、仕切部７で仕切
られた領域ごとに温度分布が形成される。このように、仕切部７を設けることで強制的に
温度分布を形成させることができるので、逆特性物質単独では十分な温度分布が得られ難
い場合であっても、有意な温度分布を確実に得ることができ、利用可能な逆特性物質の種
類を広げることができる。
【００４１】
　このように、仕切部７を備えることから、逆特性物質３２において、当該仕切部７の仕
切り単位にプラズマ生成による温度上昇が生じることで、温度上昇がより局所的なものと
なり、顕著な温度差の有る温度分布が生じることで、放電位置が隣接する仕切領域により
移動しやすくなることとなり、さらにアーク放電を抑制した空間的に偏りのないプラズマ
を生成することができる。また、当該仕切部７の存在によって、逆特性物質３２が流体（
ゾルやゲルの場合も含まれる液体等）の場合には、流体内の温度差を緩和するような対流
を抑制することとなり、逆特性物質３２が固体の場合には、固体内の温度絶縁によって固
体内に温度分布を促進することとなり、いずれの場合もプラズマ生成によって逆特性物質
３２内の温度分布を確実に生じさせることができるとともに、適用可能な逆特性物質３２
の種類を広げることができる。
【００４２】
（第４の実施形態）
　図５（a）に、本発明の第４の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成を説明する説明
図を示す。図５（a）において本実施形態に係るプラズマ生成装置は、図３（a）に示した
プラズマ生成装置の変形型であり、第２の実施形態と同様の前記対向電極１と前記交流電
源４とを備え、前記接触電極２、前記誘電体容器３１、前記放電位置制御手段３が円柱形
状を有し、放電ガス（プラズマ発生ガス）を対向電極１近傍に流入（白抜き矢印）させ、
プラズマ処理対象物１００が収納される処理空間部１１０の底部から放電ガス（プラズマ
発生ガス）を排出（黒矢印）する構成である。プラズマ処理対象物１００が、前記放電位
置制御手段３の内部の処理空間部１１０に載置されるとともに、前記放電位置制御手段３
を周回する前記接触電極２の内側近傍に配置される。このような構成によって、プラズマ
処理対象物１００が収納される処理空間部１１０において、前記放電位置制御手段３の内
部に充満するプラズマによって、効率よく滅菌されることとなる。なお、前記接触電極２
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が複数に分割され、前記放電位置制御手段３の外周に等間隔で配設されることも可能であ
る。その場合には、前記対向電極１を基準として、前記対向電極１の外周にある分割され
た前記接触電極２の各電極に対して、順次放電が生じることとなり、内側にプラズマ処理
対象物を収納する処理空間部においてサイクリックに放電が生じることができ、前記プラ
ズマ処理対象物を効率よくプラズマ処理することができる。
【００４３】
（その他の実施形態）
　本発明は、上述したような実施形態に限定されるものではない。図５（ｂ）に、本発明
のその他の実施形態に係るプラズマ生成装置の構成を説明する説明図を示す。本実施形態
に係るプラズマ生成装置は、図５（ｂ）に示すように、複数の電極１－１、１－２、１－
３、１－４が、前記放電位置制御手段３の外周に等間隔で配設され、前記放電位置制御手
段３が、内側にプラズマ処理対象物１００を収納する処理空間部１１０を備える構成であ
る。放電ガス（プラズマ発生ガス）は、図５（ｂ）に示すように、電極間の隙間から流入
（白抜き矢印）させ、他の電極間の隙間に排出（黒矢印）する構成である。なお、放電ガ
ス（プラズマ発生ガス）の流れは、図５（ｂ）において、各電極間の隙間から流入させ、
紙面に対して上下方向に排出することも可能である。前記複数の電極は、１つの電源から
放電に必要となる位相差を制御された電流を供給されてもよい。この場合には、当該位相
差の制御により、順次、放電領域を移動させた放電を行うことができる。
【００４４】
　また、同図（ｂ）に示すように、前記複数の電極が、各々電源４－１、４－２、４－３
、４－４を接続され、当該電源が、隣接相互間で位相差が各々等間隔で異なり、全体で３
６０°の位相差となる（例えば、図の例では９０°ごとに各電源の位相差が異なる）よう
に制御される。この各電源は、位相差が時計回りに生じるように配置してもよいし、反時
計回りに生じるように配置してもよい。
【００４５】
　この場合の交流電源のタイミングチャートを図６（a）に示す。同図（a）では、電源４
－１、４－２、４－３、４－４が印加する電圧を、各々Ｖ１、Ｖ２、Ｖ３、Ｖ４［Ｖ］と
して示している。上述した構成によって、同図（a）で示されるように、放電発生を示す
間隔Ｘが、前記処理空間部１１０を横断して対向する電極間において、時間の経過と共に
絶えずサイクリックに生じる。このように、前記複数の電極が、各々電源を接続され、当
該電源４－１、４－２、４－３、４－４が、隣接相互間で位相差が各々等間隔で異なり、
全体で３６０°の位相差となるように制御されることから、各電極間で放電が絶えずサイ
クリックに生じることとなり、前記処理空間部１１０を経時的にも万遍なく包囲するとと
もに前記処理空間部１１０を横断する対向方向を貫通する方向にも上述したアーク放電を
抑制したプラズマが三次元的に生成され、前記プラズマ処理対象物１００に対して効率よ
くプラズマ処理を実施することができる。
【００４６】
　なお、上記では、前記複数の電極の個数を４個としたが、このような偶数個に限定され
るものではなく、奇数個としてもよい。例えば、図５（ｃ）に示すように、前記複数の電
極が、奇数個、すなわち３つであり、各々電源４－１、４－２、４－３を接続され、当該
電源が、隣接相互間で位相差が各々等間隔で異なり、全体で３６０°の位相差となる（例
えば、図の例では１２０°ごとに各電源の位相差が異なる）ように制御することもできる
。この各電源は、位相差が時計回りに生じるように配置してもよいし、反時計回りに生じ
るように配置してもよい。放電ガス（プラズマ発生ガス）は、図５（ｃ）に示すように、
電極間の隙間から流入（白抜き矢印）させ、他の電極間の隙間に排出（黒矢印）する構成
である。なお、放電ガス（プラズマ発生ガス）の流れは、図５（ｃ）において、各電極間
の隙間から流入させ、紙面に対して上下方向に排出することも可能である。
【００４７】
　この場合の交流電源のタイミングチャートを図６（ｂ）に示す。同図（ｂ）では、電源
４－１、４－２、４－３が印加する電圧を、各々Ｖa、Ｖb、Ｖc［Ｖ］として示している
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。上述した構成によって、同図（ｂ）で示されるように、各複数の電極から生じる放電が
、前記処理空間部１１０に対して、時間の経過と共に絶えずサイクリックに生じるととと
なり、前記プラズマ処理対象物１００に対して効率よくプラズマ処理を実施することがで
きる。
【００４８】
　なお、上記では、前記放電位置制御手段３が、前記複数の電極ごとに複数配設されると
したが、これに限定されず、１つの筐体としてもよいし、２つの筐体としてもよい。
【００４９】
　以下に、本発明の特徴をさらに具体的に示すために実施例を記すが、本発明は以下の実
施例によって制限されるものではない。
【００５０】
（実施例１）
　上記実施形態３の構成にて、アルゴン雰囲気下で放電の安定性を確認した（熱電対温度
計（アズワン株式会社製DIGITAL THERMOMETER IT-2200及びK型熱電対）、分光器（株式会
社相馬光学製Fastevert S-2431））。温度上昇に伴って誘電率が減少する特性を持つ物質
として水を使用した。誘電体容器として直径の異なる2本のホウケイ酸製ガラス管（内管
の外径6mm、外管の外径18mm、肉厚はそれぞれ1mm）を図３（ａ）と同様の同軸構造に配置
して使用した。放電電圧は周波数10kHz、電圧振幅4.5kVを用いた。放電ガスはアルゴンを
用いた。図７（ａ）は、本発明に係るプラズマ生成装置のアルゴン雰囲気下で放電を行っ
た場合の水温度（ガラス最外面）と発光スペクトルの時間依存性の実験結果を示し、同図
（ｂ）は、放電開始から30分経過時点での発光スペクトル分布の実験結果を示す。図７か
ら、強いピーク波長を計測した波長309.06nm及び764.03nmにおいて、時間の経過とともに
、放電に伴う逆特性物質の温度が上昇し、アーク放電が発生することなく安定した放電に
よってプラズマが生成していることが分かった。
【００５１】
（実施例２）
　本発明に係るプラズマ生成装置の放電部からの発光ピークの時間依存性（波長763.511n
m）の実験結果を図８に示す（熱電対温度計（アズワン株式会社製DIGITAL THERMOMETER I
T-2200及びK型熱電対）、分光器（株式会社相馬光学製Fastevert S-2431））。誘電体容
器として直径の異なる2本のホウケイ酸製ガラス管（内管の外径6mm、外管の外径18ｍｍ、
肉厚はそれぞれ1mm）を図３（ａ）と同様の同軸構造に配置して使用した。放電電圧は周
波数10kHz、電圧振幅4.5kVを用いた。放電ガスはアルゴンを用いた。同図から、逆特性物
質としてメタノール（誘電体：純度99.8％）を用いた場合でも、水と同様に放電したこと
が分かった。メタノールを用いた場合には、沸点が低いため、途中で沸騰して実験は５分
で終了したが、水と同様の速い速度で温度が上昇し、放電が安定化した。水やメタノール
の場合には、 時間の増加（温度の増加）に伴って発光強度が増加していることから、水
の平均温度の上昇によって空間的に偏りのない放電が安定に生成された。これに対して、
電気双極子モーメントが低いトルエン（誘電体、純度99.5％）を逆特性物質として用いた
場合には、ほとんど温度上昇が無く、安定的で高密度な放電は得られなかった。これは、
温度変化が無かったことから誘電率の変化が生じなかったためと考えられる。このように
、水を含めて電気双極子モーメントが高い物質であれば本願発明が幅広く適用できること
がわかった。
【００５２】
（実施例３）
　本発明に係るプラズマ生成装置の放電を複雑な形状を持つ大容量の誘電体容器に適用し
た場合の実験結果を図９に示す。複雑な形状を持つ誘電体容器としてホウケイ酸ガラス製
球入冷却器（冷却用内管の長さ300ｍｍ、冷却器内管の外径11mm～25mm）を用い、冷却水
側に水を充填して、図３（ａ）と同様の配置で実験を行った。放電電圧は周波数10kHz、
電圧振幅4.5kVを用いた。放電中の画像をデジタルカメラにて撮影した。通常の大気圧放
電プラズマでは、内管直径の違いによって放電領域内部の電界強度が軸方向位置に分布を
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もち、プラズマの空間的な偏りが生じる可能性があるが、対して本プラズマ生成装置では
誘電体容器の内管の直径が11ｍｍから25mmと大きく変化しているにもかかわらず、放電位
置制御手段の効果によって、放電したプラズマはアーク放電の様な局所的な放電にならず
、また300ｍｍという大きな放電領域であるにもかかわらず、空間的に偏りのない安定し
たプラズマが得られた。このように、複雑な形状および大きな放電領域を持つ電極を用い
た大気圧放電プラズマでも、本願発明が幅広く適用できることがわかった。特に、図９の
ように、誘電体容器の表面形状が、球面が数珠状に繋がることから形成される場合には、
誘電体容器の表面における凹凸形状によって、逆特性物質内で生じた温度変化が周囲に伝
播し難くなることとなり、放電時の逆特性物質中に明確な温度分布が形成されやすいとい
う利点がある。また、当該球面の内部に形成される空間に、例えば、プラズマを照射した
い対象物を密閉することもでき、当該対象物に対して効率的にプラズマを照射することが
できる。
【符号の説明】
【００５３】
１　対向電極
１１　金属電極
２　接触電極
３　放電位置制御手段
３１　誘電体容器
３２　逆特性物質
４　交流電源
５　ガス流路
６　絶縁被膜コーティング
７　仕切部
１００　プラズマ処理対象物
１１０　処理空間部
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